
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

横浜市がソフトバンク株式会社と連携して開発したスマートフォン用アプリ（R4.12 リリース予定）

の導入により、報告事務をデジタル化し、消防団員の大幅な負担軽減及び活動の充実強化を図ります。 

なお、消防団の報告事務をアプリによりデジタル化することは、政令市初となります。 

 

１ 趣旨 

これまでの消防団の報告事務は、紙ベースで年間約 41,000 件の報告書を作成し、消防団内での承

認作業、消防署への報告は、月ごとに直接持参するなど、消防団員にとって大きな負担となっていま

した。これを軽減するため、令和３年度に、報告事務をデジタル化する実証実験を行いました。 

この結果、これまで消防団員が事務処理に費やしていた時間が大幅に削減されるなど、大きな  

効果が認められました。 

 

報告処理にかかる負担軽減イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ アプリ導入によりデジタル化される事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令 和 ４ 年 1 0 月 1 3 日 
消 防 局 消 防 団 課 
デジタル統括本部デジタル・デザイン室 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

《アプリ画面イメージ（提供元：ソフトバンク株式会社）》 

政令市初！消防団の報告事務をデジタル化 
～ＤＸにより消防団員の事務処理時間を大幅に削減！～ 

① 活動報告機能 

災害・訓練等の活動事案の作成、各団員の活動実績の報告、 

報告書の確認・承認 

 

② 資機材点検報告機能 

資機材の点検・管理、点検結果の登録、点検結果の確認・承認 

 

③ 車両点検報告機能 

車両の点検管理、点検結果の登録、点検結果の確認・承認 

 

④ コミュニケーション機能 

訓練・行事の周知、参加者の把握、各種情報共有 

ワンクリックで 

報告・承認 

大量の紙ベース作業 

手渡しで報告 



 

 

３ 今後のスケジュール 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

４ 消防団員について 

  消防団員とは、普段は本来の仕事や家業等を持ちながら、地域で発

生した災害等に対応している非常勤特別職の地方公務員です。災害

が激甚化・多様化し、大規模地震の発生が危惧される昨今、「地域防

災の要」である消防団の重要性は高まっています。 

横浜市には、20 の消防団（各行政区ごとに１団※中区のみ３団）

があり、約 8,000 名の消防団員が地域の消防防災活動に携わってい

ます。 

 

５ 横浜ＤＸ戦略「地域の担い手支援モデルの展開」について 

横浜ＤＸ戦略では「デジタル技術を活用した地域の担い手支援」を掲げており、消防団をはじめと

した地域の担い手の方々の負担軽減や課題解決、魅力の発信等につながる支援に取り組みます。 

 《横浜ＤＸ戦略について》 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/shigoto/digitalgov/dx-

strategy.html 

 

【参考】 

「消防団活動に伴う報告事務等のデジタル化」に向けて（令和３年７月 30 日記者発表） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/shobo/2021/shobodan.html 

 

 
 

お問合せ先 

【消防団・アプリに関すること】 

消防局消防団課長                木村 正夫  Tel 045-334-6403 

【横浜 DX 戦略（地域の担い手支援モデルの展開）に関すること】 

デジタル統括本部デジタル・デザイン室担当課長  洲崎 正晴  Tel 045-671-4763  

令和５年２月 令和５年４月 令和４年 12 月 

６消防団研修期間 ※ 

14 消防団研修期間 

全消防団で運用 

６消防団運用開始 ※ 

※実証実験を実施した６消防団（保土ケ谷・磯子・港北・緑・戸塚・栄） 


